
事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・介護予防事業のエビデンス（ローカルエビデンス含む）の集積のための調査。
・短期的介護予防事業及び中・長期的な生活習慣病予防対策のハイリスク・アプローチとポピュレーション・アプローチ
を組み合わせた総合的な予防戦略に関する研究。
・介護予防事業計画の策定支援方法の開発。
・介護予防事業（市町村事業など）評価方法の開発。
・地方公共団体（市町村など）職員の技術研修及び長期的支援のあり方の検討。

改正介護保険法（平成18年）、新健康フロンティア戦略（平成19～28年）を踏まえて、地域公共団体において対応が喫
緊の課題となっている介護予防のための有効な保健事業の開発、実施、評価の支援を推進するための研究を行うこと
を目的とする。要介護状態になる原因の頻度を明らかにし、地域の実情にあった効果的な介護予防事業の投入と効果
に関するローカルエビデンスを収集し、短・中・長期的な数値目標をもった対策の樹立のための基礎データを提供する
ことを目指す。

本事業に必要な文献複写及び印刷製本費等に支出している。

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
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1 1

3

2

19年度

事業番号 602

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

平成１８年度
有効な介護予防のための保健事業の開発、実
施、評価支援に関する調査研究事業
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　一部改善（事業を一部見直し、概算要求に反映）

　執行の観点からは概ね妥当であるが、真に必要な研究費の精査を行い、効率的な執行に努めること。
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今後も、調査研究事業の質を確保するために必要な支出を行いながら、更なる見直しを行い経費削減に努める。

22年度 23年度要求20年度 21年度
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1 1

上位政策

関係する計
画、通知等

担当部局庁

新健康フロンティア戦略（平成19～28年）

国立保健医療科学院 課長　　矢作　弘

会計区分

担当課室 総務部会計課

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

・介護予防事業のエビデンス（ローカルエビデンス含む）の集積のための調査として、A特別区にて調査を実施し、デー
タ解析を行い、要介護にいたる原因疾患の実態を明らかにした。
・全国の都道府県(47)および市区町村（1,961）を対象に平成18-21年度介護予防事業担当者の人材育成状況について
の調査を行った。現在、集計・分析作業を進めており、都道府県・市区町村、および国（国立保健医療科学院）における
介護予防に関する人材育成のあり方について検討している。

1

介護保険法　第５条、第１２０条

66.7% 100% 100%

－

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

総事業費(執行ベース)

執行率

予算額(補正後）

執行額



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

国立保健医療科学院

１百万円

A．民間企業（４件）

１百万円

うち事務費０．１百万円

印刷発送業務等

有効な介護予防のための保健事業の開発、

実施、評価支援に関する調査研究事業

【随意契



A.(有)太平印刷 E.

金　額
(百万円）

費　目 金　額
(百万円）

使　途

雑役務 印刷発送業務一式 1

費　目 使　途

1

費　目 使　途

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

金　額
(百万円）

計計

00 計

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0 計 0

D. H.

計

金　額
(百万円）

使　途費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

00 計計



有効な介護予防のための保健事業の開発、実施、評価支援に関する調査研究事業

A．民間企業（４件）雑役務 （単位：円）
順位 金額 支出先 契約内容
1 968,362 （有）太平印刷 印刷発送業務
2 157,500 （株）翻訳センター 論文翻訳
3 3,147 福）日本キリスト教奉仕団 文献複写
4 535 （財）国際医学情報センター 文献複写


